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「学習地域」の 東大阪の例 
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1, はじめに 

近年、 新しい知識や 技術を生み出す 場として、 「地域」が注目を 集めている。 輸送技術や情報技術の 発達によって 工場や 

研究所の海外展開が 容易にな 臥 「地理の終焉」 ((y@B 丘 ㎝・ R.1992)B キ代とも言われている 中で、 逆にシリコンバレー㎝ S ん 

カリフォルニア ) や ミラノ地域 ( イタリア ) のように、 産業のリーダ 一企業が特定地域に 立地している 事実は興味深い。 グロ 

一 バル化によって 地理的な可動性が 高まる中で、 地域がどのように 競争力を生み 出しているかに 着目した議論が「学習地域 

(lea 血五 gm ひ， OD) 論 」㎝。 Ⅱ ぬ Ⅰ㏄めであ り、 近年注目される 議論であ る。 最近の日本における 大学と地域間の 協力関係も学 

替地域の 一 形態と考えられ、 学習地域理論からの 検討，実証は、 産学官連携の 現状と課題に 新たな示唆を 与えると考えられ 

る。 

2. 本研究の目的 

本研究は日本でも 有数の産業集積都市であ る東大阪において、 現在進行中であ る人工衛星プロジェクトを 扱 う 。 これは従 

来の欧米の学習地錆 禽 には欠けていた 視点であ る、 プロジェクト 別のテーマ共有が 学習活動に効果を 及ぼすということを 提 

示するものであ る。 この事例の中で 見られる産学宮の 協働体制は、 テーマ別プロジェクトという 形を取ることで 従来の課題 

点の克服を試みる、 新しい連携の 形であ る。 この取り組みの 特徴を説明するためには、 東大阪における 学習過程が、 これま 

での欧米の学習指標では 説明できない 新たな指標項目、 共有テーマによる 動機付けという 指標を用いる 必要があ る。 

調査事例であ る東大阪の人工衛星プロジェクトが 、 新たな産学官連携の 形を採用した 学習地域の 一 形態であ ることを見出 

し 、 従来の学習指標とは 異なる指標項目「共有テーマ」の 重要性を 禾ナ ことが本研究の 目的であ る。 

3. 先行研究における 学習地域論 

19 ㏄年代半 は より、 学習地域に関しては 理論と実証の 両面から様々なアプローチがあ るが㏄ daman ㎝ dFbo Ⅱ 億 19%) 、 

その中でも le 荻 ㎡Ⅰ皓正 伊 ㎝概俳を最初に 提示した 皿 0 Ⅱ 億 (1 ㏄ 5) と、 欧米の実証研究 グノし戸プ 代表であ る K ぬ Memd 
Ⅶ上田㏄ 1 ㎡ 1999) を参考にすると、 地域が学習地域として 認識されるための 指標は以下のように 整理できる。 

  企業間ネットワーク ( サプライヤーネ、 ッ トワークを含む ) 

  グローバル志向 

  知識ワーカー ( 科学的知識を 有する人材、 専門的知識を 有する人材 ) 

  産学官のフレキシ フ ル な 枠組み 

従来の実証研究はこれら 4 つの学習地域の 指標に関連付けられて 論じられているものが 大半であ る。 しかしながら 本研究 

の 調査対象であ る東大阪のケースでは、 従来の学習指標にはなかった 新たな指標が 必要になると 考えられる。 

4, 東大阪地域の 学習プロセスにおける 人工衛星プロジェクトの 新規性 

東大阪地域は 日本でも有数の 製造業集積都市であ る。 東大阪地域における 学習活動の分析は 過去にもあ ったが ( 水野 

200 本義太 2004) 、 本研究で取り 上げる人工衛星「まいど 1 号 」プロジェクトに 関して論じられたものはほとんどない。 従来 

の 東大阪地域で 行われた学習活動と、 今回のプロジェクトの 違いを明確にするため、 これまでの東大阪地域での 取り組みを、 

学習指標に基づいて 分析する必要があ る。 東大阪商工会議所、 東大阪市経済部のヒアリンバ 調査と 湖中 Q ㏄ 3; 2 ㎝めより 学 

習 プロセスを時系列で 整理した ( 図 D 。 学習活動の先駆けとして 19 ㏄年代から、 国内外の受注取引関係のネットワークが 拡 

大 ・ 5 寅ィヒ され始め㌔ 1980 年代半 は には、 製造業都市としての 生き残りをかけて 新技術や知識創出のため、 外部資源特に 

一 88 一 



他 企業の技術や 経営ノウハウ ) との連携が必要とされ、 異業種交流グループが 設立された。 これは企業間ネットワーク 

を活性化させたものの、 バブル経済後のアジア 各国の追い上げは、 企業間レベルにとどまらないより 広域な外部資源の 

活用を必要とした。 そして 19 ㏄年代からは 積極的に大学や 公的研究機関との 連携が進められ、 現在、 産官学体制が 主 

流 となりっ っ あ る。 東大阪の取り 組みは、 販路開拓、 異業種交流、 産学連携という 大きな流れを 形成している。 これら 

由ャ 東大枝 地仮 での 接臣 的な 牛宙 プロセス は 結果的に、 地域へ学習活動を 根付か 

せるための段階的な 学習プロセス と 

なった。 ここに対応する 学習指標を時 

系列で整理すると、 グローバル志向、 

企業間 ネ、 ッ トワークの形成、 知識 ワ一 

力 一の存在、 産学官のフレキシブル な 

枠組み、 となる。 国内・海外との 競争 

を 通し地域の価値を 模索する過程に 

おいて、 学習地域が徐々に 形成されて 

いったと考えられる。 

しかしながら、 異業種交流会や 産学 

連携は様々な 問題点を抱える。 ネ、 ット 

ワーク内での 目標や共同開発テーマ 

の 不一致が 、 最も大きな課題であ ると 

言われている。 筆者はこの行き 詰まり 

を 克服する試みがすでに 一部で始ま 

っていると考えている。 それがテーマ 別プロジェクトの 導入であ る。 もともと企業と 研究室の個人的な 交流から始まっ 

た グループ活動であ る、 宇宙，ナノテク・ 環境のテーマ 別研究会は活動の 形態を変え、 宇宙に関する 研究会は現在「まい 

ど 1 号 」プロジェクトとして 進行中であ る。 企業が主体的に 開発テーマを 設定し、 開発目標や問題意識を 共有する企業 

や大学を集めることは、 モチベーションを 維持し研究開発の 効率 ィヒ を図る上で有効であ る。 

現地での聞き 取り調査より、 テーマ別の企業・ 大学ネットワークがモチベーション 形成に有効であ ることは、 数多く 

の証言を得ている ( 例えば大阪商業大学・ 渦中底「必要な 技術が事双に 絞れていれば 大学の協力も 得やすく、 研究開発が 

非常にスムーズ」、 東大阪宇宙協同組合・ 力 Ⅱ 氏 「衛星開発を PR することで開発段階に 沿って各企業から、 自分の会社 

は 半田付けが得意だ、 金属加工が得意だと、 自らのできる 範囲の明確な 協力手段を得られる」など ) 。 東大阪での一連 

の 学習プロセスの 流れの上でこのテーマ 別プロジェクトは、 異業種交流や 産学連携の限界を 克服する新しい 学習段階で 

あ ると筆者は考える。 この新しい試みと 従来の一般的なやりかた ( 異業種交流や 産学連携 ) との相違点は、 開発目的を明 

確に統一させる 点にあ る。 目的を明確化することの 狙いは、 プロジエクトにかかわる 各主体のモチベーション 向上にあ 

る。 よってテーマ 別プロジェクトを 新たな学習地域の 一 形態として説明付けるためには、 「テーマ共有による 動機付け」 

という新しい 学習指標が必要になると 考えられる。 

5 、 地域活性化とその 効果測定の必要性 口 2 % ニ プロジェクトに 内達する 偲 Ⅰ 田 と田 き 取りⅠ亜矢 

テーマ別プロジェクトの 試みで現在進められているのが、 中 

小企業のもの 造りと、 大学や研究機関の 研究開発力を 融合させ 

た人工衛星「まいど 1 号」を宇宙に 打ち上げるプロジェクトで 

あ る。 この新しい試みが 学習活動の新しい 形態であ り、 この 試 

みに特有の「共有されたテーマに よ る動機付け」が 地域学習の 

新しい要素かどうかを 検証するためには、 このプロジェクトに 

よって学習効果 ( 学習自体の測定は 不可能であ るため、 学習す 

ることによって 期待される効果 ) が見られるかどうかを 測定す 

る 必要があ る。 この測定方法を 明確にするために、 人工衛星 プ 

ロジェク ト に関わる各主体へのヒアリンバ 調査 ( 図 2) に基づい 
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田 3 人工 宙ニ プロジェクトにおける 宇宙と % まのモ 子ル て 図 3 のモデルを作成した。 本 プロジェクトの 場合、 学習によ 

って生じることが 期待されている 効果とは「地域の 活性化」で 
土栗 問 ネットワ - ク 

あ る。 これは「東大阪の 異業種交流や 産学連携など 一連の取り 

グローバル志向 粟 億劫末 組みに何を期待するか」というヒアリンバ 調査の質問に 対する 
羊宙 の目的 

市役所・商工会議所の 担当者、 中小企業の社長の 答え「東大阪 
知俺 ワーカー 笘 牧 地 糠 の 活娃化 

や "  ( 軽軒 ) 
の 再生」「東大阪を 元気にしたい」「 昔 みたいな若者がいっぱい 

いる町にしたい」という 言葉を、 「地域の活性化」に 置き換えたも 
産学官 の ブリキ 
・ ンブ ル な 枠組み 

のであ る。 

    

若者就業者数の 回復など、 経済面のみの 活性化を扱 う 。 東大阪 

市役所・宇宙航空研究開発機構へのヒアリンバ 調査と、 慰 l%003) より、 活性化は 2 つの効果により 表されると考え も 

れる。 1 つ 目は活性 ィヒ 指標などの統計データによって 把握される効果 ( 総生産額や所得額など ) であ り、 図 3 では実測 効 

果 と呼ぶ。 2 つ目はその効果の 質的・時間的な 問題によって 統計データには 表れにくい効果 ( 地域覚との取引の 増加・地域 

への信頼性の 向田であ り、 実態効果と呼んだ。 

6. 調査 

調査は 3 つの事柄を明確にするために 行う。 1 つ 目は、 人工衛星プロジェクトにおいてテーマの 共有による モチベ一 

ションの維持が、 プロジエクト 全体を通した 学習 ( 人工衛星という 新しい製品を 開発する過程 ) の上で大きな 役割を果た 

していること。 2 つのはこの人工衛星プロジェクトが 生み出した活性化の 実態的な効果 ( 数値には表れないもの ) を検証 

すること。 そして 3 つ目は、 地域学習におけるテーマ 共有が果たす 役割の重要性と 活性化という 効果の結びっきが、 こ 

の プロジェクトだけではなく 東大阪の企業一般にも 当てはまるものであ ること。 

紙幅の制限で 詳細は割愛するが、 第 1 と第 2 の目的に対応する 調査結果の概要は 、 次の様であ る。 

第 1 の目的については、 今年 5 月より数回行っているプロジェクト 参加企業と宇宙開発協同組合のヒアリンバ 調査よ 

り、 人工衛星を作るというテーマの 共有が開発を 円滑に進めるために 有効であ るということが 明らかになっている ( 例 

えぱ 開発目標が一致しているために 研究機関から 協力者を得やすい、 企業の自発的な 援助が得やすい、 など ) 。 2 つ目の 

目的であ るプロジェクトの 効果は、 今年 9 月に東大阪の 企業 62 社に対して行ったアンケート 調査と現地でのヒアリン 

グ 調査の両方からその 効果が明らかとなった。 アンケート調査では 既存の統計資料にはない 定性的な活性化の 指標とし 

て 、 知名度・信頼性・ 地域覚取引の 増加、 を用いた。 この結果、 人工衛星プロジェクトにより 知名度が上がったと 9 、 う 

( ややそ う思 げも含む、 以下同じ ) 企業は 87% 、 技術的・商品的信頼性が 上がったと思 う 企業は 61% 、 東大阪地域覚 

との取引が増加したと 思う企業は 36% であ り、 取引件数や金額などの 個別の具体的数値にはまだ 活性化の効果は 大き 

く反映されていないものの、 知名度や信頼性の 向上にプロジェクトが 大きく貢献していることが 分かった。 さらに ヒア 

リング調査では、 プロジェクトをきっかけとして 大学内に人工衛星研究センターが 設置され、 従来にはない 工学教育の 

強化が精力的に 行われるなど、 経済面以覚の 活性化もみられた。 

3 つ目の目的であ る地域学習と 効果のモデルの 一般化は、 東大阪の企業へのアンケートの 結果から、 皿 AOS を用い 

て 共 分散構造分析を 行った。 アンケート対象であ る企業は、 プロジェクトに 携わっているかどうかに 関係なく東大阪の 

企業 62 社を対象とし、 アンケート項目も 企業での仕事全般について 問 う ものとした。 地域学習の指標であ る企業ネット 

ワーク、 グローバル志向、 知識 ヮ 一カⅠ産学官連携、 テーマ共有の 5 つを観測変数とし 設問を設けた。 活性化にっ い 

ても同様に、 地域の知名度と 地域覚取引の 増加を観測変数とした。 この結果得られたパス 図 ( 次 ぺージ 固 めより、 地域学 

習は活性 ィヒ に大きな影響を 与えていることが 定量的に示され、 またテーマ共有の 観測変数が地域学習によって 説明付け ろ 

れる数値も高く、 テーマの共有が 産学官連携や 企業間ネットワーク と 同様に、 地域学習という 潜在変数に大きく 規定され 

るものであ ることが明らかとなった。 ( 学習指標の一つであ るグローバル 志向は、 地域学習によって 説明付けられる 度合 

いが低かったためこのパス 図では省略した ) 。 さらに各学習指標と 地域学習の関係をより 明確にするため、 地域学習の実 

践 項目 ( 専門知識の活用、 技能の習得、 アイディアの 創出、 学習の継続 牡 に関する設問を 設け、 この結果を用いて 各実践 
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項目と学習指標との 相関を分析した。 学習活動が、 各学習を志向する 指標 ( 国際 ィヒ ・企業間ネットワーク・ 知識人材・ 

産学官連携・テーマ 共蕎 とどの程度の 相関関係を示すかを 表した相関係数表が 図 5 であ る。 学習活動を積極的に 実践 

している企業ほど、 知識人材や産学官連携、 テーマの共有をより 強く志向する 傾向にあ る。 これらの分析結果より、 

テーマ共有は 従来の学習指標であ る産学官連携や 知識人材の存在などと 同様に学習活動を 説明付ける重要な 指標と 

なり ぅ ること、 そして学習が 活性化に大きく 影響を与えていることが 示唆された。 

田 4 A 甘 OS による 手 Ⅰと効果のパス 日 由 5 実目の 宇帝活肋と 、 羊 甘を志向する 指荻 の 相苗捺敏 

ウ門知臆を アイディアを 

生かす 
技能を生かす 

生み出す 
学甘の 

宇宙 活劫 
学 " 活劫 

億航性 
学甘活劫 

0.002  1. 旺 づ 5 0%  0 ， 帖 

0 ・Ⅰ 38 0 ・ 064 0 ． 125  0 Ⅰ㏄ 

0224 O.f も 6 0.137  03%4 

㏄ 23 M7 0257  色 3% 

。 す 。 共有志向 0 ． 2 ん足 0 ・Ⅰ 59 OJ ㏄ 0 ． ]74 

注 ) 網 掛けは各学習活動の 項目において 相関が高い上位 2 つの指標   
7. おわりに 

以上の調査より、 人工衛星プロジェクトにおけるテーマ 共有とその活性化の 効果、 さらに人工衛星製作に 限らない東大 

阪 全体の、 地域学習におけるテーマ 共有とその効果の 結びつきを考察した。 人工衛星プロジェクトを 事例として、 新しい 

テーマ別プロジェクトという 産学連携の形が、 テーマの共有という 地域学習を観察するための 新しい視点を 提供し、 学習 

0 目的であ る地域活性化効果に 影響を与えていることを 示唆した。 

プロジェクトの 実態効果の本格的測定は 東大阪市でもまだ 行われていない。 この新たなテーマ 別プロジェクトによる 地 

域 学習とその効果に 関する実証研究が、 今後の人工衛星プロジェクト 運営の進展に 寄与し、 またこの新たな 試みが他地域 

での産学連携の 課題解決の参考となれば 幸いであ る。 

参考文献 

O.B Ⅱ enRl992.G ぬう荻丘 2 沖田が血栓 亜 加ゆ・ 皿 e 荻イが ㏄の 解 町屋 が № ndo が Pm Ⅱ ぬ rPub 旺 hers 

Flo 「 ぬ 1995.mw 荻 d  伍 eleam 血 gre 玖 on.Futures  27(5):527-536 

Fel 血 mM.P.mdFlo Ⅱ ぬ ， R.1994. 皿 e 抑雛卸血 c ㏄Ⅲ㏄ S は血 0 四 % け俺 h4% 篠 iCaal 血方ね s ねュは加 ㎎ 皿 ⅠⅠ竹刀 び ct 

血 Ⅰ。 附加り % ぬ eC 伍睦 け ぶな な サ AmlalSof ぬ eA ㏄ 06a 廿 ㎝ ば Ame Ⅱ。 mG ㏄ 宰即 he 騰 84Q) 

K ㏄ ble.D.md  Ⅵ 皿 on ㏄ n 、 F. 1999. ひ Ⅲ㏄ ガ W  lean 血血ざオ ㎡も @lowlebd な色症 weJo 卯皿 e 庇血妨 e  evo ㎡ ひん 油が 庇ゆ ㏄ 田 

  C7uus ぬ庵 ㎡ 方 晦方 た伍 れん 獅は 弗化けた gwMo ゅ e Ⅰ ね婁 on 杣 S ぬ Ⅲ es33(4) 

水野真彦 2004   企業間ネットワークにおける 技術的イノベーションと 地理的近接性との 関係 地理学評論 

77(13):9%-951 

義永 忠一 20 ㏄・「 縮 ，Ⅱ期における 人的ネットワークの 課題植田浩史 編 「「 縮刀 、 」時代の産業集積」 107-126. 創風社   

渦中背 2003. 前田啓一編「産業集積の 再生と中小企業」世界思想 社 

湖 甲香 2004. 中小企業の連携と 共同による都市の 再生都市問題研究㏄㈹ 

友田滋 夫 2 ㏄ 4. 地域活性化のプロセス・システムと 地域活性化指標新しい 農村計画 121:9-20 

長川晴彦 2003. 中心市街地の 経済学的考察 - 経済理論によるアプローチと 活性化指標の 作成山形大学紀要社会 

科学 34(1):191-204 

一 91 一 


